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𠮷岡伸一教授略歴
一九五三年四月一四日
　
大阪府に生まれる。
一九七二年四月
　　　　
京都 学法学部入学
一九七七年三月
　　
京都大学法 部卒業
一九七七年四月
　　
株式会社 阪銀行入行
一九九八年三月
　　
株式会社大阪銀行退職
一九九八年四月
　　
株式会社三和総合研究所入社
　　　　　　　　　　　
（二〇〇二年四月に株式会社ＵＦＪ総合研究所に社名変更）
二〇〇三年三月
　　　　
株式会社ＵＦＪ総合研究所退職
二〇〇三年四月
　　
岡山大学法学部助教授
二〇〇六年四月
　　
岡山大学 院社会文化科学研究科教授
二〇一九年三月
　　
岡山大学退職
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六七三
主要業績目録
著書
『新金融実務手引シリーズ：融資管理』 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇五年一一月
『時効管理の 』 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇七年
　
八月
『現代
　
家族法実務大系
　
第三巻
　
相続Ⅰ』
（共
著）
新日本法規出版
二〇〇八年
　
三月
『変わりゆく人と民法』 （共著）
有信堂高文社
二〇〇九年一一月
『取引先の相続と金融法務
金融財政事情研究会
二〇一 年七月
『法人保証・法人根保証の 理―その理論と実務』 （共著）
商事法務
二〇一 年一〇
『民法学の現在と近未来』 （共著）
法律文化社
二〇一 年 一月
『ユーリカ民 二』 （共著）
法律文化社
二〇一八年
　
三月
論
　　
説
「賃料債権に対する抵当権者の物上代位による差押えと当該債権への敷金の充当」
金融法務事情一六六九号
二〇〇三年
　
三月
「根抵当権を有する別除権者が別除権を放棄する場合と根抵当権設定登記 抹消登記の要否」
金融法務事情一六八七号
二〇〇三年一〇月
「不動産登記の公信力と民法九四条二項 関係について」
判例タイムズ一一三四号
二〇〇四年
　
一月
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六七四
「停止条件付集合債権譲渡担保契約等と破産法による否認」
金融法務事情一六九九号
二〇〇四年
　
二月
「差押え等による時効中断およびその取消しの遡及効について」
岡山大学法学会雑誌五五巻二号
二〇〇六年
　
一月
「民法九一五条の熟慮期間について」
岡山大学法学会雑誌五五巻三・四号
二〇〇六年
　
三月
「民法九四条二項の類推適用による登記を信じた者の保護について」
岡山大学法 会雑誌五九巻一号
二〇〇九年
　
九月
「債権譲渡禁止特約についての一考察」
法律時報八一巻一二号
二〇〇九年一一月
「従業員持ち株会と従業員間 買戻し代金額についての特約」
岡山大学法学会雑誌五九巻二号
二〇〇九年一二月
「債務名義を取得している債権者が仮差押命令を申し立てることの可否」
岡山大学法学会雑誌五九 三・四号
二〇一〇年
　
三月
「差押禁止債権の預金債権への転化と禁止属性の承継」
岡山大学法学会六〇周年記念論文集
二〇一〇年
　
四月
「民事再生手続による担保権、 特約等の変更 （一）～（六） 」
岡山大学法学会雑誌六〇巻一号～六一巻四号
二〇一〇年
　
八月～
二〇一二年
　
三月
「債権差押命令申立書に記載した債 額と配当時の請求金額」
ＮＢＬ九四八号
二〇一一年
　
三月
「連帯保証人間の求償関係について」
岡山大学法学会雑誌六一巻一号
二〇一一年
　
八月
「主債務者破産の場合における保証債務履行請求権の時効管理」
岡山大学法 会雑誌六一巻三号
二〇一二年
　
二月
「預金債権差押え申立ての際の「特定」の要件
龍谷法学四四巻四号
二〇一二年
　
三月
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六七五
「借地上の建物を担保取得する際の地主の念書の効力」
法律時報八五巻一号
二〇一三年
　
一月
「児童手当が預金債権へ転化した場合の差押禁止属性 承継
銀行法務二一―七六八号
二〇一四年
　
二月
「保証人が主債務者を単独相続した場合の弁済と消滅時効の中断」
岡山大学法学会雑誌六四巻二
二〇一四年 二月
「弁護士会照会への回答義務」
岡山大学法学会雑誌六四巻三・四号
二〇一五年三月
「建築協力金と賃料債権との相殺契約、およびその後の法的整理手続開始決定の影響」
ＮＢＬ一〇六四号
二〇一五年一二
「事前求償権による仮差押えと事後求償権の時効中断」
岡山大学法学会雑誌六五巻三・四号
二〇一六年
　
三月
「主たる債務者に対する求償権の行使が、共同保証人に対する求償権の時効をも中断するか？
岡山大学法学会雑誌六六巻一号
二〇一六年
　
八月
「民事再生手続による担保権、特約等 変更（七―完） 」
岡山大学法学会雑誌六六巻二号
二〇一六年 二月
「主債務会社の破産と抵当権の消滅時効」
岡山大学法学会雑誌六六巻三・四号
二〇一七年三月
「将来債権の譲渡と譲渡禁止特約についての一考察（上） 」
銀行法務二一―八二一号
二〇一七年一一
「将来債権の譲渡と譲渡禁止特約についての一考察（下） 」
銀行法務二一―八二二号
二〇一七年 二月
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六七六
「根保証契約と信義則による制限」
岡山大学法学会雑誌六七巻二号
二〇一七年一二月
判例評釈等
「車金融業者による所有権留保自動車の担保取得と不法行為」
私法判例リマークス二五号
二〇〇二年
　
七月
「弁済供託における供託金取戻請求権の消滅時効の起算点」
判例タイムズ一〇八九号
二〇〇二年
　
七月
「抵当権の物上代位の目的となる債権に対する転付命令の効力」
判例タイムズ一一〇五号
二〇〇三年
　
一月
「同一の被保全債権に基づく異な 目的物への仮差押の申立て」
金融法務事情一六七七号
二〇〇三年
　
六月
「代理店・管理者等が預かる預金の帰属について」
判例タイムズ一一二三号
二〇〇三年
　
九月
「抵当権の物上代位の目的となる債権に対する転付命令の効力」
金融法務事情一六八四号
二〇〇三年
　
九月
「主債務者破産の場合における保証債務履行請求権の時効管理」
銀行法務二一―六二三号
二〇〇三年一〇月
「長期借入人が抵当権の被担保債権を負う場合と引渡命令」
金融法務事情一六八九号
二〇〇三年一〇月
「空リース・空クレジット等に関する保証契約と要素の錯誤について」
法律時報七六巻七号
二〇〇四年
　
六月
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六七七
「差押禁止債権が預金債権に転化したときの強制執行、相殺の可否」
判例タイムズ一一五七号
二〇〇四年一一月
「盗取通帳による預金の払戻と銀行の注意義務」
私法判例リマークス三〇号
二〇〇五年
　
二月
「誤振込された預金について銀行が受取人に対する貸付債権をもって相殺することの可否」
判例タイムズ一一六八号
二〇〇五年
　
三月
「取得時効と抵当権の消滅」
金融法務事情一七四五号
二〇〇五年七月
「敷金への質権設定・承諾と返還請求 相手方」
判例タイムズ一一八八号
二〇〇五年一一
「不渡異議申立預託金の供託義務」
判例タイムズ一一九九号
二〇〇六年
　
三月
「質権の設定された敷金返還請求権についての破産管財人と賃貸人の未払い賃料の充当合意の可否」
ＮＢＬ八二八号
二〇〇六年
　
四月
「同順位の設定のある根抵当権につき実行の際に申し立てた債権額が請求債権額ではなく配当を要求する額であると認められた例」
金融法務事情一七七三号
二〇〇六年
　
六月
「破産者が自由財産 中から任意弁済することの可否」
判例タイムズ一二一六号
二〇〇六年一 月
「先日付振込み依頼後に債権差押えを受けた場合の組戻し手続の 否」
判例タイムズ一二二二号
二〇〇六年一二月
「金融機関役員の融資決裁責任」
岡山大学法学会雑誌五六巻三・四号
二〇〇七年
　
三月
「銀行員に建築基準法にかかる説明義務違反があるとされた事例」
銀行法務二一―六七一号
二〇〇七年
　
三月
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六七八
「物上保証人所有不動産に対する競売開始決定正本の債務者への送達と時効中断」
判例タイムズ一二三二号
二〇〇七年
　
四月
「融資と建物建築とが一体になった土地購入を勧誘する建築会社担当者の説明義務」
私法判例リマークス三五号
二〇〇七年
　
七月
「抵当土地上に抵当権設定後建築された建物の賃借人は、土地抵当権者に対抗するこ ができるか」
金融法務事情一八一五号
二〇〇七年一〇月
「最高裁『文書提出命令』判決に見る金融機関の守秘義務」
ファイナンシャルコンプライアンス二〇〇八年七月号
二〇〇八年
　
六月
「定額郵便貯金につき共同相続人の一人からの自己の相続分請求が認められなかった事例」
金融法務事情一八四五号
二〇〇八年
　
九月
「いわゆる事前求償権の消滅時効の進行」
金融法務事情一八五四号
二〇〇八年一二月
「文書提出命令と金融機関 守秘義務」
ファイナンシャルコンプライアンス二〇〇九年五月号
二〇〇九年
　
四月
「共同相続人の一人からの預金取引経過開示請求について」
銀行法務二一―七〇八号
二〇〇九年一 月
「取立委任手形の譲渡担保手形への変更と手形債権の移転時期」
岡山大学法学会雑誌五九巻二号
二〇〇九年一二月
「包括根保証契約における保証債務の求償範囲」
金融・商事判例一三三六号
二〇一〇年
　
三月
「債務名義を 得している債権者が仮差押命令を申し立てることの可否」
岡山大学法学会雑誌五九巻三・四号
二〇一 年
　
三月
「債権者の受領拒絶と供託①および②」
民法判例プラクティス第二巻
二〇一〇年
　
六月
975
六七九
「四国銀行事件」
岡山大学法学会雑誌六〇巻二号
二〇一〇年一二月
「定額郵便貯金債権が遺産に属することの確認を求める訴えの確認の利益の有無」
金融判例研究二一号
二〇一一年
　
九月
「 『相続させる』遺言と代襲相続」
銀行法務二一―七三七号
二〇一一年 月
「預金契約解約後における取引経過開示義務と実務」
銀行実務六三五号
二〇一二年
　
三月
「銀行の預金の払戻拒絶によるトラブルと実務上の留意点
銀行実務六四三号
二〇一 年 一月
「会社から取立委任を受けた 束手形につき商事留置権を有する銀行が、同会社の再生手続開始後の取立て金で弁済充当することの可否」
私法判例リマークス四六号
二〇一三年
　
二月
「巻頭言：反社会的勢力への融資と信用保証協会保証」
銀行法務二一―七六六号
二〇一三年一二月
「土壌汚染と瑕疵担保責任」
岡山大学法学会雑誌六三巻二
二〇一三年 二月
「銀行と顧客との間で金利スワップ取引契約をするに際しての銀行の説明義務違反の有無
私法判例リマークス四八号
二〇一四年
　
二月
「明示的一部請求の訴えによる時効中断効」
銀行法務二一―七七二号
二〇一四年五月
「担保物件の滅失 保全・回収」
銀行実務六六五号
二〇一四年一
「相続預貯金の払戻し」
ＪＡ金融法 五三七
二〇一五年一〇月
「民法九一五条の熟慮期間の起算点に関する最近の二つの裁判例」
岡山大学法学会雑誌六五巻二号
二〇一五年一二月
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六八〇
「非公開会社の株式を民法九〇六条に基づき単独相続させた事例」
私法判例リマークス五二号
二〇一六年
　
二月
「弁護士会照会をめぐる裁判例と最高裁平成二八年一〇月一八日判決の与える影響」
銀行法務二一―八〇九号
二〇一七年
　
一月
「共同相続した預貯金債権は遺産分割の対象に」
自由と正義六八巻七号
二〇一七年
　
七月
「破産手続における自動車の留保所有権の行使の可否」
銀行法務二一―八二七号
二〇一八年
　
四月
「外為取引における動産の譲渡担保 の利用」
ＮＢＬ一一三一号
二〇一八年 月
その他
「担保・執行法制の改正と金融実務へ 影響」
ＪＡ金融法務三八三号
二〇〇三年一一月
「新不動産登記法と実務対応： 機関の対応策」
金融法務事情一七 二号
二〇〇五年
　
三月
「保証制度の見直しに関する民法の一部改正法について
銀行法務二一第六四六号
二〇〇五年
　
五月
「必携
　
金
融機関のコンプライアンス
　
業務編
Ⅱ」 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇六年
　
三月
「意見書：損害賠償請求事件について」
二〇〇六年八月
「ケーススタディ
　
営
業店のクレーム・トラブ
ル対策」 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇六年一一
「企業法務判例ケーススタディ三〇〇」 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇七年一 月
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六八一
「銀行窓口の法務対策三八〇〇講［Ⅲ巻］担保・保証・担保権の実行編」 （共著）
金融財政事情研究会
二〇〇九年
　
七月
「銀行法務実務資料集：改訂版」
二〇〇九年
　
九月
「意見書：転貸借における敷金返還請求権の発生時期について」
二〇一三年
　
三月
「銀行窓口の法務対策四五〇〇講［Ⅲ巻］担保・保証・担保権の実行編」 （共著）
金融財政事情研究会
二〇一三年
　
六月
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六八二
